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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は適正なコーポレート・ガバナンス体制を構築し、不断の向上に努めることが経営の透明性・公正性を高め、企業価値の向上に寄与するもの
と考えております。

特にコーポレートガバナンス・コードを遵守することが当社のより良いガバナンスの確立に寄与するとの基本的な考え方に基づき、基本5原則以外
の原則、補充原則についても順次自主的に実施していくことを方針とし、既に実施しているものについてその内容を本報告書に記載しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、JASDAQ上場会社として、コーポレートガバナンス・コードの基本原則のすべてを実施しております。

基本原則以外の原則、補充原則のうち、開示が求められ、当社が既に対応を行っている原則については、下記の「コーポレートガバナンス・コード
の各原則に基づく開示」にその概要を記載しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４． 政策保有株式】

政策保有株式については、保有に関する方針、議決権行使に関する方針を定め、以下の通り開示しております。

原則的に新たな保有は行わず、既に保有している株式については、段階的に残高の削減を行うことを基本方針としております。

政策保有株式に関する基本方針と保有状況についてのお知らせ

https://www.creo.co.jp/news/n160729-2/

【原則３－１．情報開示の充実】

本原則に定められた開示事項のうち、「（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画」について以下の通り開示を行っておりま
す。

企業理念・行動指針

https://www.creo.co.jp/corporate/concept/

中期経営計画(2017年度～2019年度)

https://www.creo.co.jp/ir/plan/

【補充原則４－１① 取締役会の役割・責務】

当社は取締役会および取締役会が意思決定の一部と業務執行を委任する経営会議(社内呼称「経営戦略会議」)について、それぞれの決議事項
の範囲、委任の範囲について以下の通り定めております。

・取締役会

法令上取締役会決議事項と定められた事項のほか、取締役会規程により、主に以下の事項について決議を行う。

1) 1億円以上または経営上重要な投資、出資、契約締結等に関する事項

2) 資本政策にかかわる事項

3) 執行役員の選解任

4) 中期経営計画の決定

5) 単年度の事業計画の決定

など。

・経営会議

経営会議規程および職務権限基準表にもとづき、主に以下の事項について決議を行う。

1) 中期経営計画および単年度の事業計画の立案

2) 人事、組織、採用等に係る計画の決定

3) その他、取締役会に付議する事項の事前審議

など。

【補充原則４-11② 取締役および監査役の重要な兼職の状況】

取締役及び監査役並びにそれらの候補者の重要な兼職の状況につきましては、株主総会招集ご通知の「参考書類」、「事業報告」内の「会社役員
の状況」、有価証券報告書の「役員の状況」等の開示書類において、毎年開示を行っております。

役員のうち他の上場会社の役員を兼任する者の兼任の数は合理的な範囲にとどまっていると認識しております。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

アマノ株式会社 2,645,000 31.89

ヤフー株式会社 1,100,000 13.26

クレオ従業員持株会 235,265 2.83

水元 公仁 200,000 2.41

江本 英雄 180,200 2.17

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 167,600 2.02

三木 美枝 130,100 1.56

外池 栄一郎 129,700 1.56

加賀美 忍 120,000 1.44

和田 正次 114,000 1.37

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

当社は筆頭株主であるアマノ株式会社の持分法適用関連会社となっております。

アマノ株式会社　東京証券取引所 市場第一部 証券コード：6436

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員

数
1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数
10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

<大株主である企業等からの独立性の確保について>

当社の事業展開にあたっては、大株主である企業等の指示や承認に基づいてこれを行うのではなく、経営陣の判断のもと、独自に意思決定をし

て実行しております。また、当社と大株主である企業等の営業取引は当社と資本関係を有しない一般企業と同様の取引となっており、独自性を有

しております。

これらのことから、事業運営上当社の大株主である企業等からの独立性は十分に確保されていると判断しております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 7 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

井原　邦弘 他の会社の出身者 ○ ○

天野　宏 他の会社の出身者 △

的射場 智之 他の会社の出身者 ○ ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

井原　邦弘 　

井原邦弘氏は当社の主要株主および主
要取引先であるアマノ株式会社において
取締役および執行役員を務めておりま
す。

アマノ株式会社の経営幹部として豊富な経験を
有しており、これらの知識と経験から、当社の
意思決定過程において適切な助言・提言を得
られると判断したため。



天野　宏 ○

天野宏氏は昭和54年から平成20年まで、
当社の主要取引先である富士通株式会
社に29年間勤務し、退職時の役職は事業
部長であります。

同社との関係においては、同氏の在籍時
期等を鑑み、同氏の独立性に影響を及ぼ
すおそれはないと判断しております。

また、同氏は平成20年から平成29年ま
で、当社の取引先である株式会社富士通
ソフトウェアテクノロジーズに在籍し、退任
時は非業務執行の顧問であります。

同社との関係においては、同社との取引
規模は当社の連結売上高に占める比率
が軽微であること、ならびに同氏の役職が
非業務執行の立場であることを鑑み、同
氏の独立性に影響を及ぼすおそれはない
と判断しております。

ソフトウェア業界における知見及び株式会社富
士通ソフトウェアテクノロジーズにおける経営者
としての経験から、当社の意思決定過程にお
いて適切な助言・提言を得られると判断したた
め。

的射場 智之 　
的射場智之氏は当社の主要株主および
主要取引先であるヤフー株式会社におい
て業務執行者の立場にあります。

IT業界のフロントランナーであるヤフー株式会
社における知見及び経験から、当社の意思決
定過程において適切な助言・提言を得られると
判断したため。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役、会計監査人、内部監査部門の3者による監査計画、監査体制、監査実施状況等に関する打合せを毎四半期の決算報告に合わせて実施
しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

宮澤　求 公認会計士

渡辺　伸行 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）



k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

宮澤　求 ○ ―――

公認会計士であり、財務・会計・税務に関する
知見を有しております。経験、人格、見識ともに
高く、当社監査役としての職務を適切に遂行し
ていただいております。また、当社との利害関
係はなく、一般株主と利益相反の生じる恐れが
なく独立性を備えております。

渡辺　伸行 ○ ―――

弁護士としての豊富な経験、実績および幅広い
知識と良識を有し、その専門的見地から当社
の監査役としての職務を適切に遂行していただ
いております。また、当社との利害関係はなく、
一般株主と利益相反の生じる恐れがなく独立
性を備えております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員にしております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する

施策の実施状況
実施していない

該当項目に関する補足説明

中期経営計画における課題として当該制度の導入について検討中の段階にあるため。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

株主総会招集ご通知の事業報告内の「会社役員の状況」、有価証券報告書の「役員の状況」等の開示書類において、全取締役の報酬総額を開
示しております。2018年3月期の支給実績は81百万円となっております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

なし

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

―――

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】



社外取締役に対する情報伝達については、取締役会等の会議への出席依頼、事前の会議資料の送付・内容の説明等をメール等の通信手段を

用いて担当部署より行っております。

社外監査役に対する情報伝達についても、基本的には社外取締役に対するものと同様ですが、これに加え、監査役会において、常勤監査役か

ら詳細な説明を行っております。また社外監査役に対しては、コンプライアンス、コーポレート・ガバナンス等に関する事項、会計に関する事項な

どに関して、各部署が必要書類等の準備、説明するなど適切な対応を行っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

当社に相談役・顧問制度はありません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は監査役会設置会社としての体制を基本として、その有効性を高めるための施策を含めた以下の体制で経営を行っております。

<取締役会が重要な役割・責務を果たし、かつ意思決定を迅速かつ的確にするための体制>

・取締役会が、企業戦略等の重要性の高い事項の議論、意思決定、業務執行の監督等に注力するため、経営戦略会議を設置して意思決定の権
限を委譲し、取締役会に諮る議案の数を適正に保っております。

・経営戦略会議は、業務執行における意思決定を迅速に行うため毎週開催しております。

・経営戦略会議には常勤取締役、当社の各事業の責任者となる執行役員が参加し、取締役会に付議する前段階の審議機関の位置付けとするほ
か、出席者による相互チェックを行うことでより的確な意思決定が行えるようにしております。

・経営戦略会議の議事録は社外取締役、社外監査役を含むすべての取締役会参加者が常に閲覧可能な状態になっております。

<独立した客観的な立場から経営陣の監督を行うための体制>

・当社は現在取締役7名のうち、3名を社外取締役とし、社外取締役のうち1名を独立社外取締役としております。

・取締役会において役員人事、報酬、M&Aの実施等の重要事項の決議を行う際には、社外取締役に対して事前に説明を行い、十分な検討期間を
設けた上、適切に意見が反映されるようにしております。

・社外取締役は独立社外監査役とも連携し、事業運営、法務、会計等の多面的な視点から業務執行を監督しております。

<監査役の機能強化に関する取り組み状況>

・常勤監査役が社内の業務の状況をより詳しく把握し、監査の実効性を高めるため、常勤監査役の業務を補助する監査役支援室を設置しており
ます。

・常勤監査役は毎週開催する経営戦略会議にも参加し、業務執行の適正性の監視に努めております。

<責任限定契約の内容の概要>

当社は会社法第427条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨の規定を定款第25条第２項、第33条第２項に設けてお
り、全ての社外取締役ならびに社外監査役と責任限定契約を締結しております。当該契約においては、その職務を行うにつき善意でありかつ重大
な過失がなかったときの賠償責任額は金１百万円または法令が規定する額のいずれか高い額としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社はコーポレート・ガバナンスコード等で望ましいとされている以下の3つの条件を満たしておりません。

・独立社外取締役を少なくとも2名以上選任している

・取締役の人数のうち少なくとも3分の1以上の独立社外取締役を選任している

・経営陣幹部・取締役の指名・報酬などに係る任意の諮問委員会等を設置している



上記「現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要」で記載した通り、以下の点を考慮したガバナンス体制を構築していることから、現状の当社の
状況を鑑み、意思決定の適正性、透明性を担保し、独立した客観的な視点からの経営の監査・監督機能を十分に果たしうるものと考え、現状の体
制を選択しております。

・社外取締役に適切な情報開示、報告を行い、社外取締役が十分な検討期間を経た上で判断を行い、取締役会における社外取締役、独立社外
取締役の人数構成比に関わらず、適切に意見が反映されること。

・独立社外監査役が社外取締役と連携し、取締役会等で独立した客観的な立場から監査意見を表明できること。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
より多くの株主様の出席を図るため、集中日を回避し適切な日を開催日と設定しておりま
す。

2018年は6月26日に開催しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

「IR・適時開示方針」を定め、当社 Web サイトで公開しております。

IR・適時開示方針

https://www.creo.co.jp/ir/ir-policy/

個人投資家向けに定期的説明会を開催 年一回の頻度で当社の事業内容等を説明する説明会を実施しております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

半期毎に決算説明会を実施しております。 あり

IR資料のホームページ掲載

当社ウェブサイトにおいて以下の情報等を掲載しております。

https://www.creo.co.jp/ir/

・決算情報

・決算情報以外の適時開示資料

・有価証券報告書および四半期報告書

・決算説明会資料

・株主総会招集通知

・株主通信

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画室が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
例年実施される「NIPPON IT チャリティ駅伝」にスポンサーとして協賛し、うつ病等の方々の

就労支援活動をサポートしております。

その他
＜女性の活用の取組・登用＞

当社では、女性の活用について、採用や昇格などにおいて、性別に区別なく実力や成果に
応じた評価を行っております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、業務の適正を確保するための体制(内部統制システム)に関する基本方針に基づいて、体制の整備とその適切な運用に努めております。

当事業年度における当該体制の整備状況と運用状況の概要は、次の通りです。

①当社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

イ．取締役、執行役員および従業員が法令および定款に適合し、かつ社会的責任を果たすため、会社理念、行動規範を定め、遵守しております。

ロ．社長直轄の内部統制室を設置して内部監査を実施しております。

ハ．公益通報制度として、社外の弁護士、第三者機関等を直接情報受領者とする窓口を設置した「内部通報規程」を制定し運用をしております。

ニ．継続的な周知・教育研修制度として、当社および子会社のコンプライアンス担当者との連絡会議を開催し、イントラネット等を利用した情報開
示や社内研修を実施しております。

②当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

文書管理規程等に基づき、取締役会議事録をはじめとした取締役の職務執行に係る文書の保管等の取り扱いについて規定し、当該文書類が適
切かつ確実に検索性の高い状態で保管・管理されるよう運用しております。

③当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．取締役会は、企業価値を高め、企業活動の持続的発展を脅かすあらゆるリスクに対処するために制定した「リスク管理規程」に基づき、実践的
運用を行っております。

ロ．リスク管理の実効性を確保するために社長を委員長とする「リスク管理委員会」を設置しております。「リスク管理委員会」はリスク管理の方針
策定、リスク評価、リスクに対する予防措置の検討等を行っております。

ハ．不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする「緊急対策本部」を設置して危機管理にあたる体制を整えております。

④当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため取締役会を月１回(定期)開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催しており
ます。また、当社の経営方針および経営戦略に関わる重要事項については、取締役およびカンパニー長を中心とした経営戦略会議において議論
を行い、その審議を経て執行決定を行っております。

ロ．年度の事業計画を策定し、予算期間における計数的目標を明示し、当社および子会社毎に目標と責任を明確にするとともに、予算と実績の差
異分析を通じて業績目標の達成を図っております。

ハ．取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務権限規程において、それぞれの責任者およびその責任、執行手続きの詳細に
ついて定めております。

⑤当社ならびに親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．グループ会社における業務の適正を確保するため、当社は、関係会社管理規程に従い、当社への決裁・報告制度によるグループ会社経営の
管理を行い、必要に応じてモニタリングおよび連絡会議を行っております。

ロ．当社は、グループ会社に対し必要に応じてリスク管理およびコンプライアンスに関する事項について助言等を内部統制室または管理本部より
行っております。

ハ．グループ会社は、当社からの経営管理・経営指導内容が法令に違反しているか、コンプライアンス上問題があると疑義を持った場合には、内
部統制室または管理本部に報告するよう指示しております。

ニ．内部統制室は、グループ会社に対する内部監査を実施し、グループ全体にわたる内部統制の有効性と妥当性を確保しております。

ホ．監査役は、グループ会社の連結経営に対応したグループ全体の監視・監査を効果的かつ適正に行えるように会計監査人および内部統制室と
緊密な連携体制を維持しております。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項および当該使用人の取締役からの独立性に
関する事項および当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

必要に応じて、監査役の業務補助のため監査役スタッフを置くこととし、その人事ならびにそのスタッフの取締役からの独立性を確保することにつ
いては、取締役と意見交換を行った上で監査役がその決定をすることができるようにしております。

⑦取締役および使用人並びに子会社の取締役、業務を執行する社員および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告
するための体制

イ．当社は、当社の事業の業績に重大な影響を及ぼす事項その他重要な事項について、取締役および使用人が監査役に報告する報告内容およ
び時期を定め、当該定めに従い運用しております。

ロ．監査役は、必要に応じていつでも取締役、執行役員および従業員に対して業務執行に関する事項について報告を求め、重要と思われる会議
に出席し、または書類の提示を求めることができるようにしております。

ハ．取締役、執行役員および従業員は、監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行っており
ます。

⑧前号の報告をしたものが当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けない事を確保するための体制

当社の取締役、執行役員および従業員等が監査役に報告したことを理由に不利な扱いを受けないように保護しております。

⑨当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務を執行するにあたり必要な費用は、適切な予算を確保し、臨時の支出にも対応するようにしております。



⑩その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、経営方針や経営課題、当社を取り巻く重要なリスク、監査役監査の環境整備、監査上の重要な
課題等について意見交換を行っております。

ロ．監査役は、会計監査人および内部統制室長と随時会合を持ち、意見交換を行っております。

ハ．監査役の必要に応じて、顧問弁護士や税理士その他の外部の専門家に相談ができる体制を確保しております。

⑪財務報告の適切性を確保するための体制の整備

当社およびグループ会社は、金融商品取引法の定めに従い、財務報告に係る内部統制システムの適切な運営を図り、財務報告の信頼性と適切
性を確保しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社およびグループ会社は、反社会的勢力との一切の関係を遮断し、いかなる場合においても反社会的勢力に対し、金銭その他の経済的利益を
提供しないことを基本方針とした反社会的勢力対応規程を定めており、取締役、執行役員および従業員が遵守しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

なし

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要および適時開示体制の概要は以下に添付した模式図の通りです。




